
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題の分析・整理、全体の策定方針について 
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Ⅰ 姫路市の現状と将来予測 
 

 

 

１ 人口の推移と推計 

 

２ 障害者手帳所持者数の推移 

 

 手帳所持者数全体では減少に転じているが、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加

している。 

22,516 22,549 22,494 22,296 22,046 21,742 21,200 
20,047 

3,977 4,253 4,465 4,670 4,871 5,162 5,349 
5,728 

3,028 3,198 3,315 3,522 3,862 4,019 4,002 
4,175 

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H２７ H２８ H２９ H３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

身体障害者（児） 知的障害者（児） 精神障害者



2 

 

Ⅱ 姫路市の障害福祉における課題の整理 

３ 障害者福祉費決算額 

 

 令和４年度決算額は、10 年前と比較すると 1.47 倍に増加。今後も増加が予想される。 

 

 

 

 本計画の策定にあたり、「姫路市障害者等実態意向調査」における障害のある人の意向、姫路市

地域自立支援協議会で出された意見、障害福祉サービス事業所等の見込量における「障害福祉サ

ービス等の充足状況」等をもとに、姫路市の障害福祉における課題を整理しました。 

 

１ 姫路市障害者等実態意向調査の結果 

 日常生活で必要な支援は、「外出」の割合が 46.3％と最も高く、次いで「お金の管理」

（38.9％）、「薬の管理」（35.5％）となっています。 

 障害のある人の外出目的では、「買い物に行く」の割合が 66.3％と最も高く、次いで「医療機関

への受診」（55.9％）、「通勤・通学・通所」（42.7％）となっています。（ｎ＝1,920、複数

回答） 

 支援してくれる方の年齢（年代）は、「60 代」が 24.8％、「40 代」「50 代」が 20.0％、「70

代以上」が 18.4％となっています。（ｎ＝125） 

 今後３年以内の障害福祉サービス等の利用予定について、「増やす予定」と回答した者のうち、

18 歳以上では「短期入所」と回答する人が多くなっています。 

 希望する暮らしを送るための支援内容は、「経済的な負担の軽減」の割合が 57.1％と最も高く、

次いで「必要な在宅サービスが適正に利用できること」（35.2％）、「相談対応等の充実」

（29.5％）となっています。（ｎ＝2,030、複数回答） 

 収入を得る仕事をしている方の勤務形態では、「パート・アルバイト等の非常勤職員・派遣職

員」が 40.8％で、「正職員で、他の職員と勤務条件等に違いはない」が 33.7％となっていま

す。（ｎ＝380） 
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 障害者の就労支援として必要なことでは、「職場の障害者理解」の割合が 45.9％で最も高く、次

いで「職場の上司や同僚に障害の理解があること」（42.9％）、「勤務時間や日数が体調に合わ

せて変更できること」（34.7％）となっています。（ｎ＝2,030、複数回答） 

 障害があることで差別や嫌な思いをする（した）場所や状況では、「外出中」の割合が 45.4％で

最も高く、次いで「学校・仕事場」が 42.6％となっています。（ｎ＝893、複数回答） 

 火事や地震等の災害時に困ることでは、「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安」の割

合が 49.1％で最も高く、次いで「薬が入手できなくなる、治療を受けられない」（46.4％）、

「安全なところまで、早く避難することができない」（43.1％）となっています。（ｎ＝

2,030、複数回答） 

 

２ 姫路市地域自立支援協議会の意見 

 グループホームの利用について、障害者の自己決定・自己選択ができているか疑問である。 

 各サービスの見込量について、計画の数値が増えることは必ずしも良いことではなく、施策を実

施した結果での見込量が出てくることが本来好ましい。大事なことは、適切な支援、支給をして

いくことである。 

 障害者にとって最も必要なことは、「暮らしの場の安定」、「働く場の安定」、「自由な時間の

過ごし方」である。これらがあって、生活の安定と言えるのではないか。 

 高齢者分野に比べると、障害者の市長申立てによる成年後見制度の利用が少ない。 

 障害は社会モデルと規定され、障害は社会の問題であると考えられている。従って、発達障害の

ある子どもは、地域の学校に入学することを前提とし、その上で教育カリキュラムを実施してい

くことが求められているのではないか。 

 教育・保育と障害分野の関係者が交流する機会、情報交換の場が少ないと感じている。 

 開かれた地域自立支援協議会になれば、自然と当事者の意見が入ってくると思う。 

 サポートブックについては、幼保の年齢から持っていない児童が多くいる。また、義務教育の年

齢しか記載できない様式もある。広く活用されるように見直しをお願いしたい。 

 移動支援事業はヘルパーを募集しても応募がない。報酬単価が安いために事業所が苦しんでいる

実態を知ってもらいたい。 

 物価が上昇し、障害者の基本的な生活基盤が揺るがされている。様々な支援をお願いしたい。 

 障害者が仕事をすること自体、いまだに特別なことになっている。就労中に障害福祉サービスを

利用することができないと思うが、将来的には、生活の一部として支援が受けられるようになっ

てほしい。 

 姫路市は、社会資源はあるが、縦の連携や「つなぎ」が課題である。 

 障害当事者の言ったことに対して行政として聴き、制度等を変えていくというモデルがなければ

いけない。また、障害当事者の声は、相談支援事業所（相談支援専門員）が持っていると思うの

で、相談支援事業所から上手く情報収集をしてほしい。 

 ヘルパーが不足している。 
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３ 障害福祉サービス等の充足状況 

 利用者より、緊急時における一時預かりの要望が多く寄せられており、「短期入所」の必要性が

高いことが伺えます。 

 放課後等デイサービス等の児童系サービスについては、年々利用者が増加しており今後も事業所

数・利用者数とも増加傾向にあります。一方で、主に重症心身障害児を支援する児童系サービス

の事業所数も増加しているものの、十分な数を確保できていません。 

 地域移行支援や地域定着支援の利用は、低調となっています。 

 相談支援事業所の数が微増状態であり、増加する利用者に対して適切に対応することが難しい状

況になっています。 

 

４ 姫路市の障害福祉における課題 

１～３に挙げられた項目等から見出されたニーズを分析し、姫路市の障害福祉における課題を

大きく５つに整理しました。 

 

（１）相談支援体制を支える人材及び相談支援事業所の不足 

実態意向調査の結果等から、日常生活において「必要な在宅サービスが適正に利用できる

こと」や「暮らしの場の安定」が求められていることが分かります。 

 年々、障害者福祉費及び障害福祉サービス事業所は増えていますが「社会資源はあるが、

縦の連携や「つなぎ」が課題」という指摘から、十分に利用できていないことが分かります。 

 「つなぎ」の役割を担うのは相談支援専門員（相談支援事業所）ですが、相談支援事業所

数の増加は、利用者の増加に比して低くなっています。相談支援体制を支える人材（相談支

援専門員）及び相談支援事業所の不足により、障害者の日常生活の困難が解決されない状況

が生じています。 

そのため、まず、相談支援専門員及び相談支援事業所の増加を支援する方策を進める必要

があります。 

また、障害のある人を支援するにあたっては、障害福祉分野において支援に携わる者と教

育・保健・医療などの福祉分野以外も含めた機関との連携が課題となっており、特に相談支

援サービスにおいて、相談支援に携わる者が、それら多分野にわたる関係機関と支援の方向

性を協議し、確認できる体制の充実を図る必要があります。 

 

（２）地域移行の低迷 

   実態意向調査の結果等から、地域での生活をするにあたり、支援者の高齢化や一時預かり

の場として「短期入所」の不足が課題となっていることが読み取れます。 

   また、障害福祉サービス等の充足状況では、施設や病院から退所・退院した障害者の地域

における生活を支援するサービスである、地域移行支援や地域定着支援の利用は、低調とな

っています。 

このように、地域での受け皿が少なく支援体制が不十分であり、入所施設・病院等から地

域生活への移行が低迷していることから、移行を促進するため、障害者の重度化・高齢化に

対応できる日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）事業所の整備や、介護者で



5 

 

ある家族の負担軽減の観点から、短期入所事業所の増加が求められます。 

   また、地域生活支援拠点の機能を充実させ、地域移行や地域で生活する中での相談や緊急

時の受入などにより、障害のある人が地域で安心して生活できるように支援することが必要

です。 

そして、地域生活支援拠点の運営状況の検証及び検討は、地域自立支援協議会専門部会に

て行う必要があります。 

 

（３）一般就労が困難 

実態意向調査の結果では、「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得る仕事をしている」

が 18.7％となっています。回答者には高齢者から子どもまで含むことを考慮に入れても高い

数字とは言えません。さらに、そのうち半数程度は非常勤職員・派遣職員となっています。 

就労移行支援及び就労継続支援の事業所数は増加していますが、福祉施設から一般就労し

た者の数は伸び悩んでいる状況です。また、一般就労した者が離職し、再び福祉施設を利用

する状況も確認されていることから、就労定着支援事業の利用促進を進める必要があります。 

   また、障害のある人が自分の希望に沿い、その知識や能力に合った企業や事業所で働き続

けることが重要であることから、いわゆる就労アセスメントを通じて適切な福祉サービスを

利用できる支援が必要です。 

 

（４）重度障害や医療的ケアの必要な障害児に対する支援が不十分 

実態意向調査の結果等から、障害児については、障害の有無によって分け隔てられること

なく共に教育を受けられる、インクルーシブ教育が求められています。インクルーシブ教育

の実現には、教育・保育と障害分野の関係者の交流・情報交換が重要となります。あわせて、

医療的ケアの必要な子どもへの対応など、支援体制の整備を進めていく必要があります。 

 また、放課後等デイサービス事業所については、事業所数は増加していますが、重度障害

や医療的ケアの必要な児童生徒を受け入れることができる事業所は少ない状況が続いている

ため、重度障害や医療的ケアの必要な障害児に対する放課後等デイサービス事業所の確保に

取り組む必要があります。 

 

（５）障害に対する差別がなくならないこと 

実態意向調査の結果等によると、障害があることで差別や嫌な思いをする人はまだ多く、

障害に対する理解不足が原因と考えられます。令和６年度からは、障害者差別解消法におい

て不当な差別的取扱の禁止に加え、事業者の合理的配慮の提供が義務化されることもあり、

障害者差別解消法の趣旨についての継続的な広報、周知及び障害についての知識や理解を深

めるための啓発活動を進める必要があります。 

   さらに、手話や点字、音声コードの添付など、障害特性にあった方法により、障害のある

人に配慮した情報提供を行うとともに、その情報発信の手段について、市民の理解の促進と

普及を進める必要があります。 

また、「障害者の自己決定・自己選択ができているか疑問」や「成年後見制度の利用が少な

い」という意見から、障害のある人が自分で選択することのできるための制度について理解
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の向上が必要です。 
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Ⅲ 策定方針 
 

 

 

１ 基本理念 

障害のある人もない人も、ともに生き、ともに輝くまち「ひめじ」 

 

障害者基本法第１条において定める障害の有無にかかわらない共生社会の実現と、姫路市総合 

計画において目指す「ともに生き ともに輝く にぎわい交流都市 姫路」に即した理念としま

す。 

 

２ 基本指針 

 基本理念を踏まえ、本計画の基本方針を定め、計画の方向性を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 重点目標 

  姫路市の障害福祉における課題の整理において、大きく５つに整理した課題への対応を重点

目標とします。また、各重点目標について、それぞれ重点施策を設定します。 

１ 充実した日常生活を支える体制の構築 

身近な地域における相談支援体制の確立、健康な生活を守るための医療、障害福祉サービス

等の確保、スポーツ・文化活動等の場の充実、積極的な外出を支援する施策の実施など、障害

のある人の充実した日常生活を支える支援体制の構築を目指します。 

 

重点① 相談支援体制の充実 

 

１ それぞれの希望する

生活をかなえることが

できるまち 

２ 自分らしい生き方を 

ネットワークで支えるまち 

５ 互いに認め合い、 

個人として尊重されるまち 

４ 障害の重い子ども 

 も安心して育つまち 

３ 障害のある人もない人 

 も一緒に働けるまち 

障害のある人もない人も、 

ともに生き、ともに輝くまち 

「ひめじ」 



8 

 

２ 地域で暮らし続けるための支援 

障害のある人が地域で安心して生活し続けられるよう、必要な生活基盤となる住環境の確保

による支援の充実、安全な生活環境の整備を目指します。 

 

重点② 施設入所者・病院入院者の地域移行の推進 

 

３ 就労支援体制の充実 

障害のある人の社会的自立・社会参加の促進に向けた、雇用・就業支援等の充実、福祉的就

労の場の確保・拡大を目指します。 

 

重点③ 一般就労への移行及び職場定着の推進 

 

４ 障害のある子どもへの支援の充実 

乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の充実やインクルージョンの視点を踏まえた育

成支援体制の構築を目指します。 

 

重点④ 重度の障害のある子ども・医療的ケアの必要な子どもへの支援の充実 

 

５ 権利擁護・差別解消の推進 

社会的障壁を除去するために、障害に対する理解、障害による差別の解消の促進、障害のあ

る人に対する情報提供の充実、自己決定の尊重及び意思決定の支援に取り組み、障害者の権利

擁護を推進します。 

 

重点⑤ 障害に対する理解促進・差別解消の推進 

 

 

 


